The Development of War Administrative Organization in the United States under the World War II by 横田 茂 & Yokota Shigeru
第二次大戦下アメリカ合衆国の戦時行政機構の編成
過程 (1)
その他のタイトル The Development of War Administrative
Organization in the United States under the
World War II
著者 横田 茂
雑誌名 關西大學商學論集
巻 16
号 4-5
ページ 450-472
発行年 1971-12-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00021446
178 (450) 
第二次大戦下アメリカ合衆国の
戦時行政機構の編成過程 (1) 
横 田 茂
は~じめに
現代的な予算制度改革論を貫く一つの顕著な持徴は，行政組織の機能別・
目的別分類と所謂「費用ー効果」分析を予算の中に導入することによって，
国家行財政の「効率的運営」を達成しようとする志向である。このような主
張を最もまとまった形で提出した最初のものが，アメリカ合衆国フーヴァー
委員会の PerformanceBudgetに関する勧告 (1949年）であることは，周知
(1) 
のとおりである。
こうした主張の意図するところは，社会経済の「バランシング・ファクタ
ー」としての国家財政の「効率的運営」を通じて，国家目標の「効率的」達
成を実現することである。それほ資本主義の独占的段階における危機の進行
と，これに対応する国家機能の急激な成長を基礎としている。前述したフー
ヴァー委員会の勧告自身が，「大不況，戦争，新たな国防の必要，海外における
われわれの責任の増大によって，連邦政府は地球人における最大の企業とな
(2) 
った」という，事実認識から出発していることからも，それは明らかである。
現代的な予算制度改革論とその現実的意義に関する研究は，現代資本主義国
家の運動法則の解明にとって，中心的テーマの一つとなっていると言える。
この小論はそのような作業の一環として，第二次大戦下アメリカの戦時行
政機構の展開過程を考察することを目的としている。この時期は， 1930年代
(1) 宮川公男「PPBSの原理と分析」昭和44年， 44頁。
(2) 国会図書館綴「米国政府行政部機構委員会報告書」第9巻，昭和25年， 4-5頁。
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からフーヴァー委員会の勧告に至るアメリカ予算制度改革思想の一大変革を
準備した時代である。この時代の国家機構の展開は，現代的な予算制度論の
意味を考えるうえで，重要な素材を提供するであろう。
なお本稿でほ，国家独占の諸機能の発展が戦時の「能率的」行政管理の基
礎にあり，それが国家活動の諸機能に照応する行政機構の再編成を不断に要
求し，既存の行政機構の上に立つ強力な管理・調整機関を集積させるという
事実に，とりわけ着目している。こうした行政機構の展開に伴なう財政制度
の展開過程についてほ，稿を改めて取扱う予定である。また，本稿が取りあ
げるのは， 1941年12月の対日宣戦前に限定される。
I 
アメリカ合衆国の第二次大戦下戦時行政機構の編成過程を考察するとき，
1939年再組織法 (ReorganizationAct)の成立は，その前提条件の一つを整え
たものとして，重要な意義をもっている。この法律ほ， 1930年代のアメリカ資
本主義の深刻な危機の中で膨張した行政諸機関の「合理化」をめぐる論争に
一つの帰結を与えるものであり，大統領が議会の承認のもとに，行政機関の
(3) 
数を削減し，政府機能の再配分と統合を行う権限を認めたものであった。周
知のように，同法にもとづく最大の行政改革は大統領府 (ExecutiveOffice of 
the President)の設立であった。大統領府には，予算局 (Bureauof Budget), 
国家資源計画庁 (NationalResources Planning Board)， 人事管理連絡局
(Liaison Office for Personnel. Management)，政府報告局 (Officeof Govern-
ment Report)， ホワイトハウス事務局 (WhiteHouse Office) が，吸収•新
(4)， 
設され，大統領に直属する管理機関を形成することとなった。
39年再組織法とこれにもとづく行政改革は，アメ !.lカ連邦政府行財政制度
改革史上一つの画期をなすものであった。元来，合衆国憲法ほ，立法権によ
(3) 小関紹夫「フーヴァー委員会（第一次）の業績とその評価」， 日本行政学会編
「行政機構の改革」所収，昭和36年， 52-54頁。
(4) Louis Brownlow, "A General View" in a symposium on The] Executive 
Office of the President, in Public Administration Review, Vol. I. 1940, p. 102. 
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る行政権の統制手段の一つとして，大統領の下に属する行政諸機関の改廃権
を立法府に重ねていた。しかし39年再組織法は，大統領が議会の9代理人
(agent) として行政改革案を準備する権限を認め，彼によって議会に提出さ
れた改革案が60日以内に両院合同で拒否ないし修正されない場合，法律とし
て有効となることを定めることにより，大統領の行政改革権を憲法の枠内で
(5) 
実質的に強化した。さらに同法にもとづいて大統領府に編入•新設された諸
組織ほ，計画策定 (planning)，組織化 (organizing)，人事配置 (staffing)，指
揮 (directing)，調整 (coordinating)，報告 (reporting)，予算編成 (budgeting)
(6) 
から成る広汎な行政管理機能を，「大統領の名において，そして彼自身の権限
にもとづいて」執行することによって，大統領の行政管理権を強化・拡大し
た。とりわけ，財務省から移管された予算局ほ，予算編成・統制機能に加え，
戦時行政管理の改革に関する研究・立案機能をもその管轄下に置き，大統の
領「管理の武器 (managementarms）」のうち最大のものとして働くこととな
った。
かくして39年行政改革によって，大統領ほ，自らの「管理の武器」として
働き，かつ「危機の時代に必要不可欠の行政的弾力性を，連邦政府に与えう
(7) 
る機構」，すなわち大統領府を手に入れた。ところで本節の冒頭で述べたよう
に，この39年行政改革ほ， 30年代の「ニューディール」を通じて膨張した行
政諸機関の「合理化」をめぐって合衆国で展開された論争の一つの帰着であ
った。が，その成果は，現実にはアメリカ合衆国を戦争体制に誘導する「弾
力的」行政管理の道具として，機能することとなった。すなわち， 30年代の
初頭東アジアで開かれた戦火は，当時ヨーロッパとアジアに急速に進展して
おり， 39年9月1日， ドイツのボーランド侵入とこれに対するイギリス・フ
ランスの対独宜戦によって，戦争は世界戦争に拡大したのである。そして，
設立問もない大統領府の具体的な諸機能を規定するローズベルトの大統領命
(5) Louis Brownlow, A Passion for Anonymity, 1958, p. 414. 
(6) Luther Gulick, "Conclusion" in a symposium on The Executive Office of 
the President, op. cit., p. 139. 
(7) U. S. Bureau of the Budget, United States at War, 1945, p. 15. 
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令 (ExecutiveOrder No. 5485)は， 時あたかも 9月8日に公布されたので
あった。この大統領命令の第一節は，大統領府を構成する諸部局を列記して
いたが，それには前記の 5部局に次の条項が附加された。 「国家の緊急事態，
もしくはその危険のある場合，大統領が定める緊急管理のための事務局
(8) 
(office for emergency management)を設置する。」
当時のアメリカの行政学雑誌は，この条項の意味を以下のように指摘して
いる。
「これは，大統領命令のなかでその部局に言及された唯一の部分だった。第
二節は，大統領府の 5部局の機能と義務を概説していたが，緊急管理局のそ
れに関する言及はなかった。……大統領命令のなかにその部局の細細な機能
と義務に関する厳密な規定が含まれなかったという事実は，時とともに変化
する情勢と新たな緊急事態の発生に却応して，部局の性格を行政命令 (admi-
(9) 
nistrative order)によって決定する完全な自由を大統領に保障した。」
大統領命令には，さらに以下のような大統領の声明が添えられていた。
「（緊急時においては）政府の正常な業務に必要とされる以上の行政機構が，
設立されるべきだと，いつもみなされて来た。これらの特別の諸機関は非常
時に設立されるので，時に，それら相互の間で，あるいは通常の各省・各機
関と交錯した目的をもって機能することがあった。国家が再び不意打ちをく
わないよう，そのような緊急時に先だって十分な管理の手段が準備されるべ
(10) 
きである。」
ところで，こうしたローズベルトの一連の措置は，国内の強い反戦世論と
それを反映する立法府の抵抗に対する周到な配慮にもとづいて準備されてい
た。とりわけ彼ほ「状況が新しい機関を必要とするたびに議会に出かけるの
みでなく，それらの廃止や変更のためにも議会へもどらねばならなかった」
第一次大戦下のウイルソン大統領の困難から教訓を得ており，行政府が議会
(8) William H. McReynalds, "Office of Emergency Management" in A 
symposium on The Executive Office of the President, op. cit., pp. 136-137. 
(9) Ibid., p. 137. 
(10) Louis Brownlow, op. cit., pp. 428-429. 
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の統制を極力回避し，戦時動員機構を「能率的」に整備する有効な手段を追
(11) 
求した。そして， 9月8日の大統領命令に小さく捜入された条項とそれを補
足する声明こそ，戦時動員機構を大統領府内に迅速に設立しうる合法的な裁
(12) 
量権を大統領に与えたのである。それは以下の過程をみれば明らかとなる。
1940年5月25日， ローズベルトは行政命令を発し，大統領府の中に緊急管
理局を設置し，次いで28日， 1916年国防法 (NationalDefense Act)の権限に
よって，国防会議 (Councilof National Defense)と国防諮問委員会 (Advisory
Commission to the Council of National Defense)を大統領府に復活した。 5
月25日の行政命令は，緊急管理局の機能を次のように規定している。
「大統領を援助し，さし迫る緊急事態によって必要とされる諸手段に関する
情報を交流すること。さし迫る緊急事態に対処し，諸機関および諸施設の最
高度の利用と調整を確保するため，大統領と国防会議およびその諮問委員会
との問の連絡を保ち，さらには大統領が定める公的・私的な他の諸機関との
(13) 
連絡を保持すること。大統領が定める追加的義務を実行すること。」
国防会議ほ，陸軍，海軍，内務，農務，商務，労働各省長官から構成され
る建前となっていたが， 5月29日の第一回会合以後その活動を休止し，従っ
て国防諮問委員会は実質的には大統領の直属のもとに置かれた。さらにロー
ズベルトしま，大統領行政輔佐官でありかつ人事管理連絡官をつとめるW•H
・マクレイルズを，緊急管理連絡官，国防会議長官，国防諮問委員会長官に
(14) 
夫々任命した。こうして連邦政府において戦時動員計画を遂行する権限は大
統領府に集中し，しかもそれは一人の人物を通じて大統領に直結することと
なったのである。戦時動員機構の中枢とすべく設置された国防諮問委員会は，
工業生産，工業原料，労働，物価安定，運輸，農産物，消費者保護の 7部局
から構成され，独占体・労働組合・官僚・学者の中から，各部を主宰する
(15) 
adviser が任命された。これらの 7部局は多数の小部門から成っており，そ
(11) Ibid., p. 424. 
(12) Ibid., p. 429. 
(13) U. S. Bureau of the Budget., op. cit., p. 22. 
(14) Joseph P. Harris, "The Emergency National Defense Organization" Public 
Administration Review, Vol. 1, 1940, pp. 4-5. 
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こにはさらに多数の「人材」，即ち「有能な実業家」「著名な経営者」，労働組
(16) 
合指導者，学者が「無報酬の官僚」として導き入れられた。
こうして国防諮問委員会は「官・民」一体の戦時動員中枢機構として急速
に成長するのであるが，それはさらにいくつかの下部組織によって補足され
た。以下ではその主なものをみておこう。先ず6月27日，国防購入調整官.. 
(Coordinator of National Defense Purchase)が，大統領命令によって国防会
議の附属機関として設立された。同調整官の主な任務は国防諮問委員会およ
び陸海軍軍需庁 (MunitionsBoard of the Armyand Navy)と協同し，軍需物
資調達の「効率性と経済性」を促進する手段を案出することとされ，戦略・
重要物資の優先的調達に関する研究に着手した。ドナルド・ネルソン財務省
(17) 
調達部長（前ツアーズ・ローバック会社副社長）が，調整官に任命された。
同日，大統領は国防会議の形式的な命令を受け，国防研究委員会 (National
Defense Research Committee) を設置した。この委員会ほ，「国家の科学的資
源を戦争のメカニズムと手法に関する諸問題に集中する」ことを目的とする
科学技術の国防動員機関の端緒であり， V.Bush（カーネギー財団）を委員長
に 7人の科学者から構成された。同委員会は大統領の緊急資金によって，大
学・産業研究所およびその他の研究機関との委託契約を推進することとなっ
(18) 
た。
産業と科学技術の動員機関の整備とならんで，住宅建設機構の調整がなさ
れた。この措置ほ，戦時生産の地域的集中にみあう住宅施設の不足の故に労
働力の定着を確保しえず，それが産業動員遂行上の重大なネックとなった第
(15) 各部の advis~r は以下のとおりである。工業生産部， W. H. Knudsen（ゼネ
ラルモータース社長）。 工業原料部， E. R. Stettinius (U. S.スティール社長）。
労働部， S.Hilman (president of the Amalganrated Clothing Workers of America). 
物価安定部． L.Henderson（証券取引委員会理事）。 運輸部， R.Budd (Chicago, 
Burlinton and Quincy Railroad社長）。農産物部， H.C. Davis（連邦準備制度理
事会理事）。消費者保護部， H.Elliott（ノース・カロライナ大学女子部長）。 Louis 
Brownlow, op. cit., p. 430. 
(16) J. P. Harris, op. cit. pp. 8-15. 
(17) Ibid., pp. 17ー18.
(18) U. S. Burean of the Budget, op. cit., p. 27. 
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一次大戦の経験を踏えたものであって， 7月21日，諮問委員会は防衛住宅建
設調整官 {DefenseHousing Coordinator)を任命した。調整官の任務は，
「ニューディール」を通じて設立・拡張された政府住宅建設機関一-Public
Buildings Administration （大規模建築物の設計・契約）， U. S. Housing 
Authority（低家賃家族住宅建設）， FarmSecurity Administration（農村村域
住宅建設）， Federal Housing Administration, Federal Home Loan Bank 
Buard,復興金融会社の子会社（いずれも住宅金融機関）一一一の活動を調整し，
(19) 
軍需生産中心地域に集中することであった。調整官は住宅建設の地域別優先
順位の立案に着手した。こうした戦時産業動員の地域的配慮とも関連して，
8月2日，州・地方協力部 (Divisionof State and Local Cooperation)が諮
問委員会の下部に設置された。この機関は連邦・州・地方という既存の政府
機構の系列とは独自に，諮問委員会を中心とする戦時動員の全国的機構の形
成を意図するものであり，州及び地方の地域的動員組織(stateand local coun-
(20) 
cil of defense)．の設立を促進することとなった。
さらに 8月16日には， 国防会議のもとに米州通商文化関係調整局 (Office
for Coordination of Commercial and Cultural Relations between American 
Republics)が設けられる。同組織ほ「経済的・政治的手段によるラテンアメ
リカ地域の防衛」を任務とするものであって， 7月2日の法律によって設立
された輸出統制官と共に，戦時の対外政府機関の端緒をなすものであった。
米州問題調整官に任じられた NelsonRockfer Iま，ラテンアメリカ地域の活動
に関与する政府諸機関を米州問題省際委員会 {InterdepartmentalCommittee 
(21) 
on Inter-American Affairs)に組織した。
かくして大統領府には国防諮問委員会を中心とする懸時動員機構が編成さ
れた。それは「議会における党派的論争を爆発させる」ことなく「既存の法
令の枠の内で」迅速に進められたのであった。
「行政的側面においては， 1940年における政府の防衛措置は，部分的産業動
(19) Ibid., p. 30. 
(20) J. P. Harris, op. cit., pp. 16-17. 
(21) U. S. Bureau of the Budget, op. cit., p. 34. 
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員のための部分的行政機構の設立に限定されていた。……しかし国防諮問委
員会とその補助組織は，後に成熟すを多くの諸機関を崩芽の形態で含んでい
(22) 
た。」
I 
1940年12月29日， ローズベルトは「われわれは民主主義の偉大な兵器廠と
ならねばならない」という有名な炉辺談話を国民に伝えた。次いで41年1月
6日，彼は1941年度一般教書を議会に送り，武器貸与法案を承認するよう強
く要請した。これらは合衆国の戦時行政機構の新た展開に対する序曲となっ
た。とりわけそれは以下に孝察するように，戦時国家独占の対外的機能を担
う諸機関の本格的編成にとっての出発点をなしたのである。
2カ月の激しい審議を経て，武器貸与法（正式には国防促進法， An Act 
to Promote the Defense of the U. S.）は成立した。それは大統領に大要次
のような権限を与えた。
(1) 大統領は，合衆国の防衛上重要とみなす国の政府のために「防衛物
資」を製造・調達する権限を，陸軍長官，海軍長官その他各省および政府機
関の長に与えうる。 「防衛物質」は次のものから構成される。（a)各種武器，
弾薬，航空機，船舶。 (b)前項の物資を生産・加工・修繕・運用するに必要
な各種機械，設備，用具，原料。前項の物資の部品。 （c)国防のための農産
物，工業製品，商品。
(2) 大統領は，政府機関がすでに保有する「防衛物資」を， 13億ドルを限
度として外国政府に処分 (transfer)する権限を与えうる。
(3) 大統領は，合衆国の防衛上重要とみなす国の政府に供与する「防衛物
資」の項目および援助条件を訂正しうる。さらに，これらの諸国に「防衛情
報 (defenseinformation)」を提供しうる。 「防衛情報」とは，防衛物資の設
計，説明，意匠，模型，およびその他の情報をいう。
(4) 外国政府に与える期間および条件は大統領が「満足」とみなすものと
(22) Ibid., p. 40. なお国防諮問委員会は設立当初より， Bureauof Research and 
StatisticsとImformationDivisionをスタッフ機関として設けている。
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すべきである。被援助国は「支払い惑いは現物返済，もしくは大統領が満足
する直接間接の利益」を，互恵的に合衆国に与えるべきである。
(5) 大統領ほ90日毎に，同法の運用に関し議会に報告する義務を有する。
但し「国防上の利益とあいいれない」と彼がみなす事項ほ，この限りではな
閃
武器貸与法は，戦時行政機構に一つの飛躍を与えた。すなわち，それは合
衆国の防衛線を宣戦以前に諸外国にまで広げることを法的に確認したぼかり
でなく，このように国外にまで拡大された「防衛」活動に対する大統領の
「責任」を強化し，行政権の弾力的な裁最の幅を拡大することとなった。 3
月27日に成立した「防衛援助追加歳出法 (Defense Aid Sapplemental Ap-
propriation Act)」はこれを財政的に保障するものであって， 70億ドルの国家
資金が，大統領に一括授権された。
そこで，このような強力な権限を管理する機構の整備が重要な課題となっ
た。 5月2日， ローズベルドは防衛援助報告部 (Division of Defense Aid 
Reports)を緊急管理局に設け，陸軍少将 J.H. Burnsをその執行官 (Execu-
tive Officer) に任命した。防衛援助報告部の機能は次のように定められた。
(1) 武器貸与法の下で作成される議事録や報告書の交換のための中央径路
を提供すること。援助要請の処理を調整すること。
(2) 同法の施行に対し十分な行財的統制を行使しうるよう，また全ての運
営状態が常時反映するよう，予算局の承認する報告ヽンステムと包括的な会計
を維持すること。
(3) 同法の下での進捗を大統領が常時把握しうるよう報告を準備すること。
援助計画に参加している諸機関に対する情報交流点として機能すること。
(24) 
(4) 大統領が随時決定する防衛援助活動に関する義務を遂行すること。
すなわち，防衛援助報告部は主として「防衛援助」活動に関与する諸機関
に対する調整と情報管理の機関であった。しかし大統領ほ，「防衛援助」資金
と物資の配分に関する最終的な政策決定権限を保持しつつ， 日常の運営権限
(23) The Lend Lease Act (Public Law, l l-l 7th Congress). 
(24) op. cit., p. 49. 
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出所 U. S. Bureau of the Budget, United States at War, 1945, p. 64. 
(25) 
を漸次報告部に移譲することによって，「防衛援助」行政の弾力化を推進した。
ところで武器貸与法は，イギリスが39年の対独開戦以来アメリカからの軍
需品輸入の激増（第 1図）の故に対米決済手段を急速に失い，ついに支払い
のメドもたたないところまで追いつめられた，という事情のもとで発動され
たのであった。同法にもとづく「防衛援助」はイギリスのドル不足をさし当
り緩和し，同国がその総力を軍事作戦と戦時生産に集することを可能にした。
しかし，このことは逆にみれば，アメリカの「援助」がイギリスの戦時経済
政策と財政・金融の運営にとって死活的な重みを持つことを意味した。かく
して，防衛援助報告部を通じる「防衛援助」の行財政的統制の動向がイギリ
スの財政・経済政策を左右することとなる。 「防衛援助」を通じるこのよう
な関係ほ，戦時・戦後におけるアメリカ・イギリス両資本主義国の相互関係
(26) 
に深刻な影響を及ぼすこととなる。
(25) Ibid., pp. 49-50. 
(26) 坂井昭夫「援助と『財政自主権』」，京都大学『経済論叢』第106巻 4号， 1970.
1.参照。
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さて，武器貸与法にもとづく「防衛援助」機構の編成過程は以上のようで
あるが，アメリカは同時に「枢軸国」に対する「経済戦争」機構の強化を追
求していた。
前節で述べたように，戦時対外経済機関としては40年7月に輸出統制官が
設けられており，同機関の活動により，合衆国の「枢輸国」向け輸出は急激
に減少した（第 2•3 図）。しかし戦争の進展とともに海外資源をめぐる闘争
ほいっそう鋭どさを増し，とりわけ合衆国から重要原材料購入の道を断たれ
た「枢軸国」は，ラテンアメリカ諸国へ殺到することとなった。さらにこう
した国際経済関係の急激な変動ほ，対外経済活動に関与する政府諸機関の間
で業務の管轄をめぐる多くの混乱と衝突を生んだのであって，こうした政府
諸機関の衝突を調停し，政府の対外経済活動を「枢軸国」との「経済戦争」
第二次大戦下アメリカ合衆国の戦時行政構機の編成過程(1)（横田） （461) 189 
により有効に動員するための，より強力な手段が必要とされた。こうして 7
月30日，経済防衛庁 (EconomicDefense Board) が緊急管理局に設置された
(Executive Order No. 8839)。大統領命令は「経済防衛」の概念を次のよう
に規定した。
「国防上の利益においてなされる以下の国際経済活動の遂行，すなわち，輸
出，輸入，予防的購入を含む海外諸国からの原料・商品の獲得及び処分，外
国為替及び信用の拡張，外国への商品の海運・輸送，特許の国際的取扱い，
(27) 
通商に関する国際的連携，その他の海外経済活動」
経済防衛庁の組織構成は，上記の諸活動を担当する政府諸機関の長，即ち
国務，法務，農務，商務，財務，陸軍，海軍各省長官からなり，副大統領が
その議長に任命された。同機関の主な機能は次の諸点である。
(1) 効果的国防に必要不可欠な経済防衛手段及び活動について大統領に助
言する。
(2) 経済防衛に関する諸機関の政策と活動を調整し，それらの手段の適用
における統一と均衡を確保する。
(3) 経済防衛に関する統合された計画を立案し，その効果的実行を保障す
る全ての適切な方策を用いる。
(4) 経済防衛と戦後復興との関連，及び合衆国の取引ボジション (trade
position)を防衛するとともに健全な乎時の国際経済関係を促進する諸方策に
ついて研究し，大統領に勧告する。
(5) 現存の法令を検討し，大統領の承認にもとづき，必要な立法措置を研
(28) 
究し勧告する。
すなわち経済防衛庁の設立は，「国防」の観念をほとんど全ての対外経済活
動に拡大し，国家独占の対外的機能を強化することを意味した。同組織は各
省にまたがる「経済防衛」機能を統合し，戦時の対外的な闘争手段として再
組織することとなった。そればかりではない。すでにみたように経済防衛庁............. .. 
ほ，経済防衛と戦後復興との関連，合衆国の取引ボジションの防衛，建全な
(27) op. cit., p. 67. 
(28) Ibid., p. 67. 
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乎時の国際経済関係の促進方策の研究をその設立時より義務づけられており，
戦時を通じアメリカの戦後世界政策立案組織の一つとして働いたのである。
こうした「経済防衛」機関の設立とほとんど同時に，大統領に直属する情
報機構 (intelligencesystem)の編成が進行した。すなわち 7月11日，緊急管
理局に設置された情報調整官 (Coordinatorof Information)がそれである。
調整官の主な機能は，（1) 「国防」に係わる全ての情報とデークを収集・分
析し，（2）それらを関連づけ，（3) これを大統領および彼の定める機関職員に
(29) 
周知せしめること，であった。
39年行政改革は大統領府における情報管理能力を強化したが，「国防(natio-
nal security)」に直接的に係わる情報機能ほ， まだ既存の政府諸機関に分散
されていた。調整官は分散する情報諸機関の活動を調整し，「国防」情報を統
合する一方，自らも「頭脳 (intelligence)」を組織し，独自の情報活動を発展
させた。 「既存の政府諸機関は，情報活動を調整する競争相手が拾頭したと
は特に感じなかった。しかし調整官の設立は，巨大な連邦行政機構を国策
(national policy) の目標に奉仕するよう管理するうえで行政府長官が直面し
(30) 
ている問題を明示したのである。」 この国家独占の情報管理機関には，海外
諸国に対する短波報送活動をはじめとする国家機能の対外的拡張の新たな煎
芽を含んでいた。それほ戦争の進展とともに，戦時情報局 (Office of War 
Information) と戦略牒報告 (Officeof Strategic Services) に拡大することと
なる。
以上で考察したように，大統領府の緊急管理局にほ，「防衛援助」「経済防
衛」「国防情報」という三機能を担う管理機関が，急速に集積して行った。そ
して防衛援助報告部，経済防衛庁，情報調整官ほ，夫々の機能と目的に応じ
て既存の政府諸機関の活動を統合することによって，戦時国家独占の力を飛
躍的に強化することとなった。
(29) Ibid., p. 68. 
(30) Ibid., p. 68. 
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Il[ 
前節では，武器貸与法にはじまる対外行政機構の編成過程を考察した。大
統領府の内部では，このような対外機構の展開と密接に呼応しながら国内的
な戦時動員機構の編成替が進行した。すでに武器貸与法案の審議過程におい
て，国防諮問委員会住宅建設調整官が防衛住宅建調調整部 (Divisionof De-
fense Housing Coordination) に強化された。 さらに 5月20日には，国防諮
問委員会州・地方協力部が民間防衛局 (Officeof Civilian Defense) に改組
され，次いで6月，国防研究委員会が科学研究開発局 (Officeof Scientific 
Research and Development)に発展的に吸収された。こうして，当初，国防
．諮問委員会内外の小単位として出発した諸組織は，大統領命令によって緊急
(31) 
管理局内に独立し，戦時動員機構のビュロクラシーを拡大して行った。 「新
しい諸条件は新たな行政的整備が迅速になされることを要求した。かくして，
緊急政府組織の諸問題について大統領の主導性を確保するという広汎な行政
的戦略の正しさが示された。この主導性の法的基礎は， 1939年，万ーの必要
に備え緊急管理局の基礎づけを与えた諸措置における先見の明によって準備
された。こうして緊急管理局は大統領の全般的管理を補佐する手段として機
能するばかりでなく，緊急機関のいわば持株会社となり，かつ緊急組織の弾
(32) 
力性を保障する合法的手段となった。」
ところで，このような戦時動員機構の再編・拡大の中で特に重要であった
のは，「民主主義の兵器廠」の中核とも言うべき戦時生産動員機構の展開であ
った。それは国内産業の軍需生産への転換過程で発生する種々の溢路，とり
わけ物資供給の不足と物資調達をめぐる官僚組織相互の競争を媒介として進
展した。本節でほ，主にこの過程に焦点をあてて考察する。
すでに述べたように， 1940年を通じ戦時生産動員の中枢をなしたのほ国防
諮問委員会であったが，その主な手段とされたのは重要物資に対する優先的
調達制度であった。先ず8月12日以降，陸海軍の調達物資に対する優先制が
(31) Ibid., pp. 57-59. 
(32) Ibid., p. 44. 
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開始され，陸海軍軍需庁優先委員会が国防諮問委員会の承認のもとに，陸海
軍の注文物資についてその緊急度に応ずる優先順位を公表することとなった。
さらに10月21日，国防諮問委員会内に優先庁 (PrioritiesBord)が設置され，
優先委員会が管轄する直接的軍需品以外で国防上重要な物資に対し，優先的
調達を図ることとなった。優先庁ほ，国防諮問委員会の生産部長 Knudsen,
工業原料部長 Stettinius,物価安定部長 Hendersonで構成され，国防購入調
整官ネルソンが優先管理官 (Administratorof Priorities)としてその運営を統
轄した。国防諮問委員会の工業生産部，工業原料部はそれ自体いくつかの小
部門から構成され，そこには多くの「有能な実業家」が官僚として参加して
いたが，優先庁は独自に産業別優先委員会を組織し，各業者団体代表を結集
(33) 
した。・
ところで，この優先制度とは第一次大戦下で開発された産業動員方式であ
り，資本主義的商品生産を前提し，その基礎のうえで，国家統制機関が物資
の優先的調達権限の行使を武器として戦時経済への産業再編成を誘導しよう
とするものであった。しかし，国防諮問委員会を中心とする軍需物資の優先
的調達制度は諮問委員会という同組織の性格に制約され，主として受注者の
自発的協力に依拠するものであった。そしてこうした産業動員機構としての
弱点は40年の末には早くも明らかとなった。すなわちイギリスに対する軍需
品の輸出ほ武器貸与構想の具体化とともにさらに急速となり，アメリカ国内
における合成ゴム，工作機械，アルミニューム等の供給困難を顕在化させた
(34) .  
のである。
戦時産業動員の急激な拡大が生み出すこのような物資調達上の陰路を解決
するために，戦時の産業の再編成を成功裡に遂行するにほ， 「ためらう産業
家」に生産の転換を強制しうる強力な生産統制機関が必要とされた。こうし
て41年1月6日， ローズベルトは生産管理局 (Officeof Production Mana-
gement)を緊急管理局に設置した (ExecutiveOrder No. 8629)。
大統領命令は生産管理局の任務を次のように規定した。
(33) 塩野谷九十九，アメリカ戦時経済と金融統制，昭和18年， 89-91頁。
(34) op. cit., pp. 50-51. 
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(1) 国防に必要な生産および原料・物資・施設の供給さらには緊急生産設
備の供給を，増大・加速化・規制することを目的として；また以上の事柄に
直接関与する各省・企業および諸政府機関の効果的調整を保持することを目
的として；必要かつ適切な全方策を立案し，執行する。
(2) 国防に必要な原料・物資・施設に関して提出された陸•海軍その他の
政府諸機関および外国政府の申請を，検討・分析・総合し，調整する。
(3) 国防に必要な原料・物資・施設の購入に関する諸機関の計画に助言し，
主要な発注と契約を調整し，さらに生産と供給についての諸々のプログラム
の進展を周知せしめる。
(4) 国防に必要な最終生産物にとって不可欠の原材料・物資の充分な供給
を確保するため，あらゆる適法な措置を立案し，執行する。
(5) 国の生産能力を国防に能員する計画を立案し，その実施に必要な全て
の適法な措置を立案し，執行する。現存の生産能力の利用度を判定し，その
最大限の活用を確保する。必要とあれば生産施設の創設を推進する。
(6) 物資の配給に優先権を適用すべき時・範囲・方法を決定する。物資の
配給は，この決定およびそれにもとづき生産管理局が公布するオーダーに従
(35) 
って，優先権を受けとらねばならない。
生産管理局は設立当初，国防諮問委員会の工業生産部，工業原料部，優先
庁，及び国防購入調整官を発展的に吸収し，生産部，優先部，購入部から構
成される強力な生産統制機関となった。同組織には優先制の強制的実施権が
与えられており，自発的優先制は命令優先制に強化された。さらに 3月22日
にはMオーダーが公布され，稀少物資の割当制が導入された。すなわち同日
のMlオーダーは，アルミニウム生産者が軍需に優先的割当を行うことを要
求するとともに，非軍需注文へのアルミニウム割当の順位を規定した。銅，
鉄鋼，ニッケル， レーヨ`ノ， ゴム， コルク等が同様の統制の下に置かれた。
「生産管理局はまた，各種のオーダーによって生産物の重要度に応ずる順位
を決定した。陸海軍軍需庁は軍需生産物 (militaryproducts)の等級を定める
権限が与えられ，生産管理局自身は間接的防衛生産物及び絶対必要な民需生
(35) Ibid., p. 55. 
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産物の格付を担当した。かくして金属加工設備の生産者は農業機械の製造者
(36) 
より高い格付けが与えられた。」 こうして生産管理局は，生産物の格付に応
ずる原料・資材の優先的配給を手段として，戦時産業動員＝生産転換を強制
して行った。 「全産業を軍需生産に転換する包括的計画は夏の終りまでに実
施されなかったが，優先制による資材の軍需生産への転換は非軍需品製造者
(37) 
が資材を獲得することをますます困難にした。小企業は特に深刻であった。」
ところで，戦時生産局は主として軍需生産の統制を担当しており，民需生
産全般の統制は管轄の外に置かれたため，包括的な戦時生産統制機構として
はなお未成熟であった。また軍需の急激な拡大は，原料・資材および熟練労
働者の不足を鋭くし，それは当然，不足物資の価格騰貴，労賃の上昇および
労働争議の激発をもたらした。従って原料。資材の優先的配給を槙朽とする
戦時産業動員ほ，物価と労働力に対する統制によって補足されねばならなか
った。 かくして， 3月19日には国防調停庁 (NationalDefense Mediation 
Board. Executive Order No. 87.16)が，次いで4月11日にほ物価管理民間供
給局 (Officeof Price Administration and Civilian Supply. Executive Order 
(38) 
No. 8734) が夫々緊急管理局に設置された。さらに5月，
(39) 
働部が生産管理局に発展的に吸収された。
国防諮問委員会労
国防調停庁と生産管理局労働部は労働力統制機関であって，前者は「国防
に必要不可欠な施設・物資の生産と輸送をおぴやかす争議が，労働省の調停
(40) 
委員によって解決しえないと労働省長官が認定する時機能する」大統領直属
の調停組織であった。後者は労働力移動の誘導機関であって，そのもとに雇
用関係政府諸機関—合衆国雇用局 (U. S. Employment Service)，人事委員
会，陸•海軍省等-の代表を結集する全国労働供給委員会 (National Labor 
Supply Committee)を組織した。この委員会は12の地方委員会に分権化され
るが，戦時雇用情報のプールを形成し，かつ夫々の政府諸機関が担当する麗
(36) 
(37) 
(38) 
(39) 
(40) 
Ibid., p. 61. 
Ibid., p. 62. 
Ibid., p. 56., p. 62. 
p. 180. 
Ibid., p. 62. 
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(41) 
用政策の調整機構として働くこととなった。物価管理民間供給局ほ，国防諮
問委員会物価安定部と消費者保護部を吸収したものであり，民需調整・価格
(42) 
統制機能を担当した。
以上のように生産管理局は，労働カ・民需・物価統制機能を担当する国家
独占の諸機関によって補足され戦時産業動員機構の中核を構成することとな
った。しかし，このような機構改革にもかかわらず，軍需の急増に伴なう原
料資材の不足ほ拡大し，この事情は産業動員機構を構成する諸組織相互の軋
礫を激化させた。第一に，原料・資材がますます軍需生産に動員されるにつ
れ，稀少な物資を民需生産に配分する優先順位の決定がいよいよ必要となっ
た。それは，生産統制機能が生産管理局と物価管理民間供給局に分散されて
いるという事情のもとでほ，軍需と民需との生産計画の調整・民需への物資
(43) 
の優先的適用権の管理をめぐる再組織の＇紛争を顕在化させた。
第二に，物資不足の深刻化は，不可避的に調達諸機関相互の物資争奪戦を
激化させた。生産管理局には物資調達の調整権限が与えられていたが，それ
ほ申請された諸要求を「収集し，分析し，総合する」ことに限定されており，
需要に対する供給が不足し稀少な物資をめぐる官僚組織相互の競争が一旦激
化すると，有効に機能することが出来なかったのである。そのうえ，この調
整機能を担当する生産管理局審議会(Councilof Office of Production Mana-
gement)しま，陸軍・海軍各省長官，生産管理局長官，同副長官から構成され
(44) 
ており，物資調達計画の立案に際して軍部の要求を重視する傾向が強かった。
かくして戦時生産の統制権の所在と物資調達をめぐって，生産管理局，物
価管理民間供給局，陸軍省，海軍省，およびその他の調達諸機関の間で激し
い論争が続いた。この論争は，予算局の仲介によって次のような機構改革に
結実することとなった (8月28日， ExecutiveOrder No. 8875)。
(1) 物価管理民間供給局が保持していたところの，軍需を満した残余の物
(41) Ibid., pp. 180-181. 
(42) Ibid., pp. 56—57. 
(43) Ibid., pp. 73-75. 
(44) Ibid., pp. 75-76. 
196 (468) 第二次大戦下アメリカ合衆国の戦時行政機構の編成過程(1)（横田）
資を民需に分配する権限を，生産管理局に統合し，生産管理局内に民間供給
部 (Divisionof Civilian Supply)を設ける。前者は，物価管理局 (Officeof 
PriceAdministration)に改組する。前物価管理民間供給局長 Hendersonが，
生産管理局民間供給部長と物価管理官 (PriceAdministrator)を兼務する。
(2) 生産管理局の上に，供給優先割当庁 (SupplyPriorities Allocation 
Board)を設置する。この組織ほ，資源配分に関与する主要機関の長ー一即ち，
経済防衛庁議長，陸軍長官，海軍長官，武器貸与計画の監督を担当する大統
領特別補佐官，物価管理官，生産管理局長官，同副長官一~から構成される。
その主な任務ほ次のとおりである。① 軍需，民需およびその他の目的に必
要とされる資材•原料の総額を決定する。それらの需要を完遂する政策を立
案する。必要とあれば，これらにつき大統領に勧告する。② 全防衛計画を
構成するところの軍需・経済防衛・防衛援助・民需•その他の主な需要の間
に，原料•財貨・動カ・燃料•その他の資材の調達•生産・伝達・輸送を配
分し，かつ優先権を適用することを管理する諸政策を決定する。
供給優先割当庁執行官 (ExecutiveDirector)にほ，生産管理局購入部長ネ
(45) 
ルソンが任命された。
さて，以上の機構改革によって優先制の全管理権が生産管理局に集中し，
同組織は軍需から民需に至る全生産統制機能をその下に置くこととなった。
そして供給優先割当庁ほ，合衆国の生産力が生み出す全資源を，最も効率的
に「最大の国家的利益」を達成するように諸目的間に配分する「全般的経済
(46) 
戦略」の立案を担当することとなったのである。
「後にほ，復興金融会社の子会社の行なう工場建設，物資輸入およびその他
の供給増進活動を指揮する商務長官も，供給優先割当庁のメンバーとなり，
(47) 
彼の活動と産業需要に関する全般的計画との良好な調整の確保が図られた。」
供給優先割当庁と生産管理局による生産統制機能は一層強化され， 8月30
日の民需用自動車生産の禁止命令を機に，直接的消費統制と結合されること
(45) Ibid., pp. 77-78. 
(46) Ibid., p. 78. 
(47) Ibid., p. 7. 
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となった。それは， 11月末までに，冷蔵庫，ストープ，電気掃除機，金属製
(4§) 
事務用品等350品目に及んた。
ところで，供給優先割当庁が担当する「全般的経済戦略」の検討において
しま，海外需要も他の需要と対等に取扱われることとなり，それほまた対外機
構の再編を促した。第一に，「経済防衛」機構が強化された。先ず9月15日の
大統領命令によって，輸出統制局と国務省統制部のスタッフが経済防衛庁に
吸収された。この統合によって，経済防衛庁は戦時の対外経済活動の政策立
案・調整機能に加え，輸出統制の執行機能を保持することとなった。さらに，
ラテンアメリカ諸国に対する経済政策担当機関である米州問題調整官が，経
済防衛庁のメンバーに加えられる。この措置によって，経済防衛庁ほ「防衛
援助」を除く全輸出見積りを結集し，包括的輸出計画を供給優先庁に勧告す
(49) 
る中央機関に成長することとなった。
第二に，「防衛援助」機構が強化された。先ず9月16日，生産管理局優先部
長 Stettiniusが，大統領特別補佐官として武器貸与行政の管理にあたること
になり，生産統制機構と「防衛援助」機構との連携が強化された。次いで10
月28日の大統領命令によって，防衛援助報告部が武器貸与管理局 (Officeof 
Lend Lease Administration)に発展的に吸収される。 Stettinius武器貸与管
理官ほ，武器貸与法および防衛援助追加歳出法執行の全責任を委譲され，か
(50) 
くして「防衛援助」行政の一層「弾力的」な管理に道が開かれた。
さて以上の考察から，大統領府の緊急管理局には，優給優先割当庁を頂点
とし生産管理局を中核とする膨大な戦時生産動員機構が集積することが明ら
かとなった。これら二つの機関を中心として，労働カ・物価統制機関および
諸調達機関が組織され，これらはまた夫々の機能に応じて既存の政府諸組織
を管理した。そして，この機構ほ， 1942年第1追加国防歳出法 (41年8月），
同第2追加国防歳出法 (41年10月）および15億ドルにのぼる復興金融会社の
証券発行権限の拡張によって財政的に強化された。それほ，言わぼ「民主主
(48) Ibid., p. 83. 
(49) Ibid., pp. 84-86. 
(50) Ibid., pp. 86-87. 
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義の兵器廠」の誘導装置として機能する巨大な国家独占の機構であり， 1941
年12月の対日宜戦前夜における戦時国家機構の中枢であった。
1V 
私達はこれまでの考察によって，国防諮問委員会の設立から供給優先割当
庁の設置に至る戦時国家機構の急速な展開過程を追って来た（第4図参照）。
第4図戦時諸機関の展開 (1940.5~1941.11) 
国防諮問委員会 1941年11月現在
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この考察の結果大統領府の緊急管理局にほ，戦時国家独占の諸機能を担う諸
機関が供給優先割当庁を頂点として形成されることが明らかとなった。それ
は図示すれば次のようになる（第 5図参照）。 これらの諸機関の多くは，す
でに述べたように，既存の政府諸機関の活動を夫々の機能と目的に応じて再
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組織した。これらが総体として，合衆国を「国策」に誘導する「弾力的」機
構を形づくった。
すでにみたように，この「弾力的」機構の展開を可能にした不可欠の条件
ほ， 1939年再組織法による行政改革であった。しかし，国家活動の機能に応
ずる政府諸機関の再組織ほ，国家独占の力を強化したが，それほ官僚組織相
互の衝突を広汎に生むこととなった。この衝突ほ，機能別管理機関相互の間
でもまたこのもとに組織される政府諸機関の問でも発生した。この餌突ほ急
速な戦時産業動員の過程で発生した種々の陰路を反映するものであった。か
くして，管理機関の再編と官僚組織相互の競争を調停すべきより上級の組織
が設立された。戦時動員機構の統制機能は，こうした過程をたどって強化・
拡大して行った。
しかし， 1941年12月8日の対日宜戦とともに，合衆国の戦時動員は比類の
ない規模で急激に拡大するのである（第6図参照）。 急激な戦時生産動員の
中で発生する矛盾と混乱は，戦時国家機構の一層大規模な展開を呼ぶことと
なる。だが，この過程の考察は次稲の課題である。
第 5図 1941年11月現在の主要な戦時動員組織
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第 6図連邦政府支出の推移
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